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1.は じめに

雑誌 『研修』の2010年1月 号には、検事総長による、次のようなことば

が載っている。「これまでの裁判員裁判の判決結果 を見ていると、刑の執

行を猶予する判決には、原則的には全てと言ってもよいほど、保護観察が

付けられているという特徴があるように思えます。…普通の国民である裁

判員は、 しっか りとした監督者がいるなどの特別の事情がない限 り、執行

猶予者には全て保護観察を付すべ きだと考えているのではないかと思われ

るのです。」「〔犯罪白書の特集を見る限 り〕執行猶予者にはできるだけ保

護観察を付けることを、再犯防止策の一つとして考えるべ きことかもしれ

ません」1。

保護観察は、確かに、対象者に対する援助による、社会復帰 を企図 して

いる。それが再犯防止につながっているとはいえる。だが、執行猶予者に

保護観察をつけるべ きとする議論の背後には、保護観察を監視による再犯

1樋 渡利秋 「年頭にあたって」研修739号(2010年)5-6頁 。
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防止のための手段 としてとらえる考え方がある。このような考え方は、後

で述べ るように問題があると思われるが、再犯防止や監視 を強調するの

は、ありうる一つの考えである。この考えをお しすすめると、電子監視

(ElectronicMonitoring)に よる保護観察 というものが想定できる。

法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会においては、電子監視を

使用 した社会内処遇の可能性に言及されている2。そ して、近時では、次の

ように積極的に述べる見解がある。すなわち 「再犯防止を目的とする我が

国の社会内処遇制度が一日でも早 く世界標準となるためにも、諸外国で行

われている社会内処遇の諸政策を積極的に採用すること」を考えるべ きで

あ り、電子監視(や 社会奉仕命令)は 「将来的に日本でもその採用可能性

を検討する余地がある」3、と。

しか し、電子監視は、本当に導入する必要があるのだろうか。

2.電 子監視 とは?

電子監視4とは、刑事施設に収容するかわりに、対象者が指定された時

間に指定 された場所にいるかどうかをモニタリングすることで、いわば

「施設収容の代わり」 とする制度である。例えば、夜の9時 から朝の5時 ま

で自宅にいなければならないとして、モニタリングすることによりそれを

実施するのである。オー ソドックスな使用方法は、在宅拘禁命令を言い

渡 された対象者の足首にタグと呼ばれる電波発信装置をつけさせる。そ し

2法 制審議会被収容人員適正化方策に関する部会第4回会議議事録(平 成19年2

月5日)。同議事録は法務省のホームページでみることができる。

3藤 本哲也 「海外の社会内処遇の変遷について」更生保護と犯罪予防152号(2010

年)26頁 。

4な お、ここでは触れないが、対象者に対しモニタリングセンターから電話(等)

をかけ、対象者の声紋をコンピューターで解析することにより、本人か否かを確

認することによって、対象者が当該場所にいることを確認する、音声識別(Vbice

恥面cadon)も 広い意味では電子監視といえる。

(龍法'10)43・1,130(130)



社会内処遇をめぐる動向と課題

て、電 波発信装 置 が当該居住場 所 にある電話 回線 を介 して、(対 象者 を管

理 している)モ ニ タリングセ ンターに対象者が いるべ き場所 にいる(い な

い)と い う情報 を送 るのである。 ここで は、電子監視 は、対象者 を刑務所

に入 れるかわ りに、対象者 の家 をいわば刑務所 代わ りに して5、(刑 務所 ほ

どではな いが)自 由 を剥奪 して いるこ とが分 かる。 これは、電 子監視 が、

裁判 官 に よる刑罰 と して、拘 禁刑の代 替刑 と して科 され る際 に(こ れ を

FronレDoorと い う)使 用 される場合 である。

拘 禁 刑 を科 され た者 を刑 期 終 了 前 に、拘 禁 を解 消 す る 際 に(こ れ を

BackDoorと い う)拘 禁の 代替 として電 子監視 が使 用 され る場 合 が ある。

つ ま り、早期釈放者(仮 釈放者)に 対 して使用す るのであ る。 この二つの

場合 は、電 子監視 を伴 ったかたちで保 護観察 も実施す る。

以上 は、刑罰 としての電子監視 とい って よい ものであ るが 、その他の刑

事 司法 の領域で も使用 される6。 まず 、保釈 の条件 として電子監視 を使用す

る場合 がある7。 そ して、刑期終了後 であるため理 論的には非常 に問題が あ

るが 、性 犯罪者 を主 に想 定 している、満期釈放者 に対す る使用 もあ る8。 こ

の場合 は、対象者が特 定の場所、例 えば被害者 の家等に近づ く危険性が 問

題 となる。 その ため、対 象者 が 自宅 にい る ことのみ な らず、 自宅外 にい

5時 として鷹子監視がHomeasPrisonやVirtualPrisonと(批 判的に)表 現される

のは以上のような意味である。

6以 下挙げるもののほか、(日 本でいうところの)特 別遵守事項としての使用も

考えうるが、これは、遵守事項の法的性質からは、理論的には非常に困難であろ

う。川崎政宏r仮 釈放における遵守事項の研究 ・法務省研究報告喪:第83巻第3号 」

(法務総合研究所、1997年)103-104頁 。

7川 出敏裕 「身柄拘束制度の在り方」 ジュリス ト1370号(2009年)116頁 、福井

厚編 「未決拘禁改革の課題と展望」(日 本評論社、2009年)295頁 以 下 〔緑大輔〕、

335-336頁 〔白取祐司〕。

8網 野光明 「自由刑終了後の犯罪者の監視」犯罪と非行153号(2007年)135頁

以 下、白井京 「韓国における性犯罪者の再犯防止対策」外国の立法234号(2007

年)200頁 以 下、末道康之 「再犯者処遇に関するフランスの新動向」南山法学30

巻2号(2007年)93頁 以下。
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る場所 を も24時 間体制で把握す る必要性が出て くるこ とか ら、電子監 視 は

GPSに よ って行 われる。

3.電 子 監 視 の は じま りと当 初 の 議 論

電子監視 の最初期 の使 用は、ニューメキ シコ州の判事 ジャ ック=ラ ブに

よる。電 子的 な居場所 の探知 やセキ ュ リテ ィー機器 に関心 のあ った彼は、

スバ イダーマ ンのコ ミックに示唆を得て、犯罪統 制は犯罪者の居場所が探

知で きれ ばよ り良い ものになる と考え、1980年 代 初頭に電子監視 を有罪 を

言い渡 された者 に対 し、拘禁 の回避 の目的で使用 している9。

もっ とも、電子監視 のアイデア 自体 は、1960年 代 の シュ ビ ッツゲーベ ル

に遡 る10。

当時、医療 現場で の電子 的な救助 的 リハビ リシステムが開発 されつつあ

り、 これ は心臓 病者 の心 拍数や居場所 を管理す る もので あった。そ れは、

患 者が 危機 的状 況 にな った ときに管理施設 に情報 を送 る とい うものであ

る。 シュ ビッツゲーベ ルは、 これは、そ の他 の病状 の人や精神病 者や 自殺

傾 向のあ る人な どにも使用可能 である し、更 に、 このよ うな システムが常

時的な場所 的監視 とい うか たちで変更 され ることによって、拘 禁 されてい

る一 定の常 習犯 人 を社会 にとって安全 なかた ちで釈放 で きるのではないか

と考 えた。 彼は、仮釈放者 は、その所在が管理施設 にて記録 されているな

らば、犯罪 を行 う可能性 が減少す ると考えたのである。

9RichardGFox,DrSchwitzgebe1'sMac血ineRevisited:ElectronicMonitoringof

Off6nders,!1多蒔f名α'』8πα"4ハセω2セα」απ4ノ∂認7躍σJqrC角「〃2f"oJo9,VbL20(1987),131.

ラブは、自分のアイデアをいくつかの会社に 「売り込む」ことに した。いくつか

の会社に断られつつ も、足首につける、たばこの箱 くらいの電波発信装置をつ

くってもらっている。

10シ ュ ビッツゲーペ ルの 論考 は非 常 に多 くあ るが、以 下の議詮 は、Ralf

KSchwitzgebe1,IssuesintheUseofanElectronicRehabilitationSystemwith

ChronicRecidivists,乙αωαπ4So`ゴθ{yRo擁θω,VbL3(1969),597f五 による。
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そ して、電子的なシステムには、更に次のようなメリッ トがあるとい

う。すなわち、アメリカでは、民主主義国家の中で最 も拘禁年限が長い国

である。適切に使われれば、電子的技術は、犯罪者が社会に早期に戻る権

利を増大することができる。その意味では、刑務所は、 もはや違法行為の

抑止や社会の安全を守るために不可欠な もの とはいえないかもしれない。

つまり、非人間的で報復的な、意味のないものとして、刑務所は歴史的な

遺物となる、 と。

更に、シュビッツゲーベルは、次のように刑務所に対 して厳しい批判を

する。拘禁には、受刑者の更生という面での治療 には効果がないのであ

り、そのことゆえに、受刑者は釈放後に被害者に被害を加えるかもしれな

い。つまり、拘禁の被害者 となるのは、受刑者本人のみならず、更生 され

ずに釈放 された(元)受 刑者の被害者 となった 「無事の市民」なのであ

る。電子的 リハビリシステムは、拘禁の必要性 を減少させると同時に、犯

罪者の社会復帰 を促すことによって、将来の犯罪から社会を守るのであ

る。

しか し、 シュビッツゲーベルは、次のような問題も指摘 している。電子

的システムは、治療 目的ではなく単なる監視(surveillance)と して使わ

れうる明 らかな危険性がある。そして、監視にのみ重点が置かれてしまう

と、対象者の人的 ・社会的なつながりが等閑視されて しまう。また、電子

的なシステムは、共産主義者や公務員といった者達への監視にも利用 され

る可能性があ り、それは市民的 自由の侵害となって しまうという点であ

る。つ まり、犯罪 を減 らそうとした り、安全を確保 しようとするあまり、

我々の世界が実は刑務所になってしまう危険性があるのだ、と。

シュビッツゲーベルの議論は、すでに電子監視のメリット・デメリット

が分か りやすいかたちで出ているといえる。つまり、電子監視 を導入する

ことにより、拘禁刑を回避 し、社会復帰に資するというメ リッ トがある

が、同時に、対象者に対する監視に特化 してしまう危険性及び社会にとっ
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て悪 とみ なされやす い者達 をも監視 して しまう危 険性 とい うデ メリ ッ トが

あ る というこ とである。

以下 で は、 電子監 視 の以後 の展 開をみて みる。 そ の次 に、 シュ ビッツ

ゲーベ ルが い うような、対象者の社会復帰 効果や拘 禁(刑)の 回避が果 た

され ているか をみ てみ る。

4.電 子 監 視 の展 開

電子監視 は、拘禁刑 の回避 の手段 であるが、刑務所 の過剰収容対策 と し

ての意味 も含 んで、 欧米をは じめ として広が ってい くこ ととなる。

アメ リカでは、ジ ャック=ラ ブ判 事に よる使用 の翌 年の1984年 に、 フロ

リダのパー ム ビーチで一般 的 な使用 が始 まった。そ の2年 間で30の プ ログ

ラムが行 われ、約1000名 が 対象 となった。その後、1988年 まで に32州 で 電

子監視が何 らかの形 で実施 された。特 に多 くの対 象者 を扱 ったの は、 ミシ

ガ ン、イ リノイそ して フロ リダの各州 である。そ こで は、平均で1日 あ た

り約3000人 が 対象 者 となっ た。1991年 に はア メ リカ全 体 で約1万2000人 、

1994年 よ り実施 数が急 激に増 加 し、1998年 に は6万 か ら7万5000人 が 電子監

視対象者 となっている"。 そ して、2002年 時 点で、1日 あた り約10万 人が ア

メ リカで電子監視 に付 されているi2。

11DickWhit5eld,刀lo1畷`β πκε」8∫,2001,10二なお、対象者数をもう少 し低 く

出す もの もあ る。例 えば、AnnesleyKSchmidt,Elec甘onicMonitoring,1陸4ε π1'

P励 α'50π,VbL62December(1998),11は 、1997年 の電子監視対象者数を4万 人以

上としている。

12RobertU11弘FromanAmericanPointofVie嚇in:MarkusMayereta1.ed3,W冨 〃

E'8`fm"飴 〃0"ffo㎡㎎〉πσ〃εαFπ'瀦θ'"亙μπψ82,2002,266.川 出敏裕 「電子監視」

ジュリス ト1358号(2008年)116-117頁 は、アメリカでの循子監視対象者を約15

万 人とする。ロバー ト=リ リィは、このような電子監視の拡大に寄与 しているの

は、(電 子監視を導入することによってもたらされる)政 治的 ・ビジネス的な便

益の追求であるとする。Lmy,o画`鉱,273f正
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イギ リスで は、電子監視 の使用は1989年 に開始 され、当時 は、 まず 、保

釈 の条件 として使用 された13。1995年 に は、試験的 に3つ の地域 で、電 子監

視 を付 した外 出禁止命令(CurfewOrder)を 行 っている。1997年 に は対象

地域 を更 に4か 所 増や し、1999年 に は全 国的 に外 出禁止 命令 を言渡せ るよ

うに なっ てい る。 また、同年 に は早 期釈放 者へ の使 用(HomeDeten廿on

Cur免w)が 行 われてい る14。2004年 の 時点 で、1日 あた り約1万 人が イギ リ

スで電子監視 に付 されている15。

その他、 カナ ダでは1987年 にバ ンクーバ ーで試験 的に電子監視 の使用が

開始 されてお り、オース トラリアで は1988年 に ノーザ ンテ リ トリーで試験

的に開始 されている。90年 代 に入 って、 スウェーデ ンで は1994年 に 、ベ ル

ギーは1998年 に 、ス イスは1999年 に、そ してフラ ンス とスペ イ ンで は2000

年 に 試験的 に開始 されてい る16。

現 在、欧米 では、電子監視が使用 されてお り、む しろ使用 されてい ない

国は少数 にす ぎない。 アジアで は、韓 国、 シ ンガポー ルそ して台湾で も電

子 監視が使用 されている。

そ して、電子監 視は拘禁刑の代替 としての使 用か ら、保釈 の条件 と して

の使用、そ して満期釈 放者への使用 とひろが っている。

5.電 子 監 視 の 「効 果 」

13GeorgeMai鴎ElectronicMonitoringinEnglandandWねles,Ch励fπ σ厚粥'ゴ`ε,Vb1.5

(2005),263fは 、電子監視の導入がアメリカに倣ったものであるにもかかわらず、

(アメリカと異な り)イ ギリスでは刑務所の深刻な過剰収容状況になかったこと

や(ア メリカでの一般的な使用方法ではなかった)保 釈の条件として導入したこ

とを批判する。

14V臨it丘eld,oρ,己ゴム,35ff

l5MikeNellis,Elec廿onicMonito而ngand山eCo㎜uni呼Super碗sionofOf`enders,

in:AnthollyBottomsetaLeds.,月 〃εη2σ蜘εsホoP廟o〃,2004,240.

16以 上の記述は、すべてWh面eld,oA庶 による。
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シュビ ッツゲーベルは、電子監視には社 会復帰 の効果があ ると した。 そ

の ような効果 は、 はた してあるだろ うか。

先ほ ど、最初 の使用者 たる、 ジャック=ラ ブ判事 について触れ た。 ラブ

は、1983年 に3人 に(電 子監視つ きの)在 宅拘 禁命令 を科 した。1人 目は、

薬物使用者であ るが、常勤 の仕事 と幼 い子 供を抱 えた者 であ り、小切手使

用にかかわ る犯罪 を犯 したため電 子監視 を科 された。 その者は、30日 の監

視 を問題 な く経過 したが、終 了後の60日 後 に窃盗 で逮捕 された。 そ して、

2人 目は、財産犯 を犯 したこ とに よ り保護観 察に付 されていたが 、その保

護 観察の条件 に反 したため、30日 間の電子監視 を言 い渡 された者 である。

彼は、監視 には違反 しなか ったが、 開始後5日 目で高度 の酩酊 によ り拘 禁

刑 を科 されて いる。そ して、3人 目の者 は、DUI(飲 酒 運転)を 犯 した こ

とに より、電子監視 を科 されたのであるが 、30日 の監視 を問題 な く終 えた

(た だ し、 その後 の情 報 はない)。 つ ま り、3人 の うち2人 は、再 び犯罪 を

行 った(recidivated)の で ある17。

電 子監視(を 含 む社会内刑罰)は 、 まず、試験的 に実施 し、 うまくい っ

た ら全 国的に展 開す る。 当然、再犯 防止効果 を期待 して実施 し調査す るの

であ り、実施 主体 と して は、成功率 を気 に しつつ対象者 を選別す る とい う

こ とを行 う18。 しか し、2001年 に イギ リスの内務省(HomeO伍ce)か ら出

され た、1996年 に 行 わ れた外 出禁 止命令(CurfewOrder)に つ いての 試

験調 査の結果 は、電子監視 対象者の電子 監視終了後 の再犯率 は2年 以 内で

73%で あ ると し(ほ とん どが窃盗か暴力事 案であ る)、 電子監 視に は再犯

率 を下 げる効 果はない としてい る19。

17WilliamD.Burrelletal。,FromB.ESkinnertoSpidermantoMarthaStewart,in:

DanPhi豆Epsed.,P/oδ αff∂"oη4」Rロ名o'θ,2009,97五

18GeorgeFColeeta1.,C励2'"α'ノ πs漉θf"ん 溜6偲,榊ed,2005,289が 分か りやす

い0

19DarrenSuggeta乱,EZε`'名oπ'`」 畝o勿露o㎡"g卜側4(1物4動gBε 肱 吻 雛,HomeOf五ce

ResearchFindingsl41(2001).ま た、BurrelletaL,o麻{滋,101は 、アメリカにおい
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カナダで出 された研究 は、三つ の地域 において、電子監視 を付 された者

の再犯率 を拘 禁刑や通常の保護観察 を科 された者の再犯率 と比 較 した うえ

で、電子 監視対 象者 の低 い再犯率 に もふ れつ つ、次 の ように述 べて いる。

「もし、再犯 率 を下 げ るこ とが重要で ある ならば、サ ンク シ ョンでは な く

て、対 象者 へ の処遇(treatment)が 、 もっ とも見込 みあ る アプ ローチで

あ る。 …実際に、電子監視 の効果 と処 遇の効果 を比較 した研 究が示 したの

は、処遇 の方が再犯の減少 を説 明 している とい うことなのであ る」。 「そ の

うえ、電子 監視対象者 をプロベ ー ション対 象者 と比べ てみる と、再犯率 に

は違 いが ない。…それ ゆえ、私達 は、対象者 の監督 に電子監 視 を付す こ と

には、刑 法上の再犯 に全 く効果が ない と結論づ けて もよい」20。

別 の論者 は、拘 禁 に比 べて電子 監視 による方が良 い効果が で る とす る。

しか し、その重要 なフ ァク ターは、電子監視対象者が雇用 されてい るこ と

(employment)だ と述べ る21。 その理由 と して、働 いてい る者 に とっては、

犯罪 と関係 のない生活 をす るこ とに大 きな利害関心が ある、拘 禁 され うる

よ うな リス クのあ る こ とを して しま うと仕事 を失 って しまう危険性 が あ

る、 そ して働いて いるこ と自体 が遵法的な生活 を可能 とさせ るか ら、 とす

る。 この議論 も、結局 、電子監 視それ 自体 には効果が ない とい うこ とだ と

思 われる。

確 かに、電子監視 の使用 に よって拘 禁刑 を回避で きる。 しか し、犯罪 等

の反社 会的行動 を とる者 の多 くは、教育環境の問題、家 族に関す る問題 そ

して経 済的な問題 を抱 えているのであ る。そ ういった者 達には、生活環境

を整 える ことや雇用 を確保 する とい った、社会復帰 のためのサポー トが必

てなされた連邦主轟の謂査(1997年)に ふれており、そこでも電子監視に何 ら再

犯防止の効果がないとされている。

20JamesBontaeta1.,CanElectronicMonitoringMakeaDifference2,Cバ 卿ε&

D2'∫"σμθ"{携VbL46(2000),72,

21KevinE.Courtrighteta1.,RehabihtationintheNewMachine?,Z"'〃 πσ"o"σ'

加 劇 げ伽4〃 伽 伽"4Co吻 伽 θC励1"吻,%L胴(2㎜),307
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要 なのであ って、拘禁刑 の回避 だけで は解決 にならないのであ る窺 電子 監

視それ 自体 に何 ら社 会復帰の効果がないのは、 当然 ともいえる。

6.拘 禁(刑)の 回 避?

シ ュ ビッツゲーベ ルは、電子監視の 目的 として拘 禁(刑)の 回避 を挙 げ

ていた。上述 の ように、電子監視それ 自体の果たす効果が疑 わ しい として

も、拘禁刑 を回避 で きるのだか ら、それはやは り必要で はないか とい う批

判が あ りうる。 だが、拘 禁刑の回避 となっているかは考える必要があ る。

電子 監視の法 的位 置づ け を考 えてみる と、(通 常 の)保 護観 察 と拘禁刑

との 中間にあたる。そ して、繰 り返 しにな るが、拘禁刑 を軽 い方 向に転換

す るため に、電子 監視 は存す る。問題は、軽い刑罰 と重 たい刑 罰 との間に

お いた、 中間的な刑罰が、量刑 を軽 くす る方向で機能す るかで ある。 日本

にお ける窃盗罪へ の罰金刑の付 加を例に して考 えてみる23。

もと もと窃 盗罪 の 法定 刑 には、懲 役刑 しか用 意 され て い なか ったが、

2006年 の刑法 の部分改正で、罰金刑 を科す こともで きるようになった。 つ

まり、起訴猶予 と懲役刑 との中間領域 を設けたわけであ る。 このこ とか ら

生 じる運用 につ いては、二つ考 えられ る。 まず、一つ 目は、従 来では懲役

刑が 科せ られ ていた者が 罰金刑 を科 される ようになる とい うこ とであ る。

22電 子監視の実施により対象者の再犯率を下げることに成功 している国として、

一般にスウェーデンが挙げられる。だが、成功要因として強調されているのは、

徹底 したサポー トである。TheSwedishNadona1CouncilfbrCrimePreven廿on,

伽8"4ε4α9εげE'2`'m〃あ7㎏ 劇鍾8'勉Sωθ4e",2007,12焦更 に、土井政和 「世界の刑

事思潮から見た更生保護の将来」『更生保護の課題と展望」(日 本更生保護協会、

1999年)538頁 も参照。欧米では、スウェーデンが電子監視実施国の模範とされ

ているが、対象者の犯 した犯罪類型(飲 酒運転等の拘禁刑対象とするのが疑わし

いものが多 く含まれる)、 処遇にあたる担当者の数、そ して何よりもかかってい

る予算額が他の国とは完全に異なっている点に注意が必要である。

23さ らに、死刑と無期懲役との問に 「終身刑」を設けるという場合も以下と同様

の議論 となる。
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もう一つ 目は、従来 では起 訴猶予 にな ってい た者が、 罰金刑があ るが ゆえ

に起訴 され、罰金刑 を科 される とい うことであ る。実 際の結果 は どち らに

なっているか とい う と、後者 になって いる とされている2㌔ つ ま り、重た く

す る方 向で機能 してい るの である。

ここで分か る通 り、 中間的な刑罰が、拘 禁刑 を回避 する とい う軽 い方向

で機 能する ことは期待 しに くい。電子監視 も同様 であろ う。実際上 も、電

子監視 の導入に よって、従来は拘 禁刑対象者 とされてなか った者 も拘 禁刑

対象者(=電 子監視対象者)と な り、電子監 視 を付 され ている25。 つ ま り、

当初 の 目的 とは異 な り、 ネ ッ トワイ ドニ ング(統 制網 の拡大)が 発 生 して

い るのであ る。 ここでは、電子 監視(の ような中間的な刑鋤)を 設け るこ

とで、刑 の宣 告(量 刑)が 、全体 的 に底 上 げ され て しまってい るの であ

る%。

また、電子監視 に よる保護 観察は、対象者 を監視 する とい う電 子監視の

性 質 のため、通常 の保護観察 に比 べて厳格であ る。 そのため、通常 の保護

観察 に比べ て違反率が高 くなって しまう27。そ して、その違 反に よって、拘

禁(刑)を 科 され て しまうこともあわせて考 える と、電子監視導入 に よっ

て もた らされてい るの は、 ただの厳 罰化 といえ る。

結 局、電子監視の導 入が拘 禁(刑)の 回避 となるかは非常 に疑 わ しいの

24小 島透 「統計データから見た罰金刑等運用の実態と問題点」刑法雑誌49巻1号

(2009年)22頁 以下。

25StephenMai叩rize,ElectronicMonitoringinCorrec"ons,C側 σ4ゴ側 ノo翼ア〃σ'げ

C励3ゴπoJ⑳,VbL34(1992),164f£;KarlFSchumann,WideningtheNetofFormal

Controlby夏nventingElectronicMonitoredHomeCon丘nementasanAdditional

Punishment,in:MarkusMayeretaLeds、,W躍 彦'8`伽"'`〃 ∂癬o渤g」 隊ωθ4勘'備 ε

ゴ"Eμ名oρε2,2002,191f五

26拘 禁刑対象者の中には、当然ではあるが、電子監硯にはならず、(従 来通 り)

拘禁を言い渡 される者達がいる。更なる閻題は、電子監視導入によって、そう

いった者達に対する拘禁刑の長さも従来より増大してしまうことである。

27DennisJ.Palumboeta1.,FromNetWiden董ngtolntermediateSanctions,in:

JamesM.Byrneeta1.ed&,S鋭 〃'Sθ"勧`f㎎,1992,237f£
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であ るお。以上 で、シュビ ッツゲーベ ルの 当初の二つの 目的が共 に達成 され

てい ないこ とが判 明 した。

7.電 子 監 視 「そ れ 自体 」 の 問 題 点

そ もそ も、電子監視 は何故正 当化 で きるのだろ うか。欧米で は、一般 的

に、電子監視が拘禁刑 の緩和 となるか らとされている。だが、 このよ うな

正当化論 は、非常 に疑 わ しい。 例えば、終 身刑 の代 替刑 として、終 身刑 よ

りか は軽いが、それ な りの過酷 さを有す る身体刑(例 えば、鞭打 ち刑)を

考 えてみ る。 おそ ら く、終 身刑 に賛成す る立場 であ って も、 この代 替刑

は受 け入れ られ ない であ ろ う。 何故 な らば、過酷 な身体 刑 が、残虐 な刑

罰 と考 え られ るか らで あ る。 ここで分 かる ように、重 たい方 は正 当化 で

きるが、軽 い方 は正 当化で きない とい うことはあ りうる。 つ ま り、「制裁

(sancdon)は 、 それ 自体 の実態 において正 当化 される必 要があ るのであ っ

て、単 に、 別 の一 たいて いは よ り重 たい一 処 罰(punishment)と の 比 較

だけでは、正 当化で きない列 のである。

電子監 視 も 「それ 自体」の正 当性 を検討す る必要が ある。 以下で は、電

子監視 それ 自体 の問題点 を見てみ ることとする30。

対 象者の居場所は、常 に電子監視 を実施す る者達 によって把握 されてい

28こ のような議論は、当然、早期釈放者(仮 釈放者)に ついても妥当する議論で

あろう。

29AndrewvonHhsch,EthcsofCommuni呼BasedSanc縫ons,C"翅2&Dε 〃"gμ8"σ,

VbL36(1990),165.

30以 下 の問 題 点 につ い ては、AmandaGeorge,HomeasP貞son,加 ω1"5'」'%'ε

10駕7"8',Vo1.75(2001),21;AmandaGeorge,」E'ε`〃o癖6Ho海 εD8fθ"∫'o"

(unpubhshed).;AnitaGibbsetaL,TheElectronicBallandChain2,」4μ5'zσ κσ"

o"4ハ 侮ω22α」8π4ノ∂π7π8'σC"卿'"oJαgy,VbL36(2003),lf正;〃 召f油ゴσ5肋 〃,Der

Ele㎞o㎡sh伽erwachteHaus訂rest,NSの99乳460正;SamSSourya1,E靴sゴ"

C冠〃塞'"8'ノ灘εだ`ε,4由ed.,2007,454fL;Whitfield,o露6鉱,82f£,105f五
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る。そうだとすると、第4修正が禁 じる不合理な捜索に該当する(ア メリ

カ)、 もしくは、基本法13条 が禁じる住居の不可侵性に反する(ド イツ)。

電子監視は、犯罪者の監視を刑務所で行うだけではなく、社会にまで広

げて行っている。監視は対象者の家族によって行われるとともに、電子監

視の実施が技術的な問題を含むことから民間企業が関与す る。電子監視が

刑罰 として位置づけられている以上、国家以外の者(家 族、民間企業)が

刑罰を執行していることとなる。だが、このような刑罰の私事化 ・民営化

が許 されるか。

電子監視は、対象者の家で行われている。対象者は、拘禁刑の執行 をさ

れているという位置づけであるにもかかわらず、食費等の費用は、対象者

やその家族が負担することになっている。対象者の外出が時間的に制限さ

れていることから、食糧等の調達は、対象者の家族が行 うことになる。ま

た、対象者が電子監視の条件に違反して しまうと、対象者は拘禁刑を科さ

れうる。そのため、対象者が自宅にいなければならない時間などを家族が

常に意識 しなければならない。つまり、家族がいわば 「看守」のような存

在となってしまうのである。場合によっては、この ような家族の心理的負

担ゆえに、対象者自身も心理的負担を負うこととなる。

なお、対象者は、他にもさまざまな心理的負担を負 う。例えば、常時監

視されていることや、行動を規制されているためである。そのことのス ト

レスゆえに、家族ともめることも考えられる。場合によっては、対象者が

家族 に対 して暴力等を振 るってしまうことがあ りうるが、それが発覚 し

て しまうと対象者が(電 子監視の条件違反として)拘 禁刑 を科されてしま

う。対象者の拘禁を避けるために、家族は沈黙を守らざるをえない。

もちろん、電子監視の実施は、対象者の同意と対象者の家族の同意が前

提である。 しかし、同意をしなければ、拘禁になって しまうのであり、そ

もそも、この 「同意」は言語矛盾となっている。

以上のように電子監視には、 さまざまな問題点がある。 こういった問題
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点を解消できなければ正当化は困難である。

8.保 護観 察の在 り方

電子監視について批判的な議論を展開 してきた。それでも、欧米では根

強く支持 され続けている。その理由は次のようなものだろう。

電子監視は、 まず、拘禁刑を回避できる。拘禁刑を回避するためには、

一般の人たちに、対象者がそれなりの制裁を科されているということを示

し、納得 して もらう必要があるが、電子監視はそれを行うこともできる。

そして、電子監視を実施することにより、対象者の居場所が把握できるた

め、処遇を確保できる。

このような理由は、それぞれ説得的ではある。本稿を締めくくるにあた

り、この最後の点、つまり保護観察における処遇の確保 という観点で電子

監視を考えてみたい。

まず、電子監視は、日本の保護観察の法的位置づけをかえさえすれば、

適用できなくはない31。だが、電子監視を導入するならば、おそらく多くの

変化をもたらすだろう。イギ リスでは、電子監視を導入する際に、保護観

察官 らの強い反対にあった。その反対の理由は、電子監視の実施は対象者

を人ではな く 「物(oblect)」 として扱 うことになって しまい、保護観察

のソーシャルワーク的な従来のや り方と完全に矛盾するか らであった(拘

禁刑の回避にならないからともしている)。 それに対 し、政府は、電子監

視を保護観察官と切 り離 して民間企業にゆだねることとするとともに、保

護観察をソーシャルワーク的なものから、社会内における制裁の執行のた

31つ まり、保護観察を刑濁化するということである。いわば、「社会内処遇の社

会内刑罰化」といえる。近時のそのような動きを強く後押ししているのは、染田

恋r犯 罪者の社会内処遇の探求」(成文堂、2006年)で ある。
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めの もの と してシフ トさせ る こととした詑。

電子 監視が監視 の手段 である ことは否定で きないため、それ を保 護観察

官が 行 うことが適切 なのか とい う問題があ る。 だか らこそ、電子 監視の実

施 は民間企業 によって行われ る場合が多い。 もちろん、電子監視 を伴って

も保護 観察 であ る こ とにはかわ りは ないか ら、保 護観 察官 が 関与 して も

よい。だが、保護 観察が ソー シャルワー クか ら離 れて しまっている ことか

ら、保 護観察 の位 置づけが変わ って しまっている し、更 に民 間企業がすで

に参 入 しているため、民間企業で も保護観察 をお こな えるとい うこと とな

る。 イギ リスをは じめ欧米諸国 にお いて、電子監視 導入 とと もに保護観察

の領域で民営化 が進んでい るの は、結局、 この ような理 由なのだろ う。 こ

の ような変化 を是 とす るの は、や は り困難 だ と思 われ る。何故 な らば、処

遇 の確 保以前 に、適切 に処遇 をで きるだけの 「主体 」が失 われてい る危険

性 があ るか らである。

しか し、 それで も、電子監視 を導入 して も適切 に保護観察 を実施す る主

体 を確 保で きる場 合 もあるだ ろ う。 ところが、電子監視 があ る ことか ら、

保 護観察 の在 り方に問題が発生す ることが指摘 されている。

ホ ィ ッ トフ ィー ル ドは、次 のよ うに述べ ている。す なわち、電子監視 を

伴 って保護 観察 の仕事 をす る こ とが困難 であ る とす る多 くの保 護 観察官

が いる。 彼 らは電子 監視 には柔軟性 が な く(innexible)、 また、対 象者 に

とって は 「プ ラス にな る ように使 わ れる とい う信 頼(trust)の 要 素 が な

い」。そ して、対 象者に対 して、指定 された場所 にい るか いな いか とい う

機械的 なコ ン トロー ルの期 間を もた らしている。 こういったこ とが、電子

監視 が はずれ た後 の期 間 を 「よ り困難 で、多 くの場 合、 よ りリスクの あ

32GeorgeMai鴎TechnologyandtheFutureofCommunityPenalUes,in:Anthony

Bottomseta1.eds.,Co鋭 鋭μ"吻P8"σ'漉s,2001,170fL:MikeNellis,Electronic

MonitoringandSocialWorkinEngland,in:MarkusMayereta1.,eds.,防 〃

E∫θ6'7io"'`・Mo"ゴ'oノゴ"召㌧∬α£ρ8α、Fκ'κ劉8'"E勿名oρθP,2002,211f正
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る」状態にしてしまうということで不満を述べているのである33、と。

電子監視は、対象者の居場所 を正確に把握できる。当然ではあるが、実

施する者も対象者 もそれはよく分かっている。実施する者のスタンスがど

のようなものであれ、「信頼していない」というメッセージとして対象者

は受け取るだろう。そして、電子監視により対象者がいるかいないかとい

うことが分かるため、対象者にとっては、いるべ き場所 にいなかった場合

にネガティブに扱われてしまう危険性 を感じる。場合によっては、そのこ

とゆえに、支配 されているということも感じるかもしれない。実施する保

護観察官としても、対象者が電子監視を、そして何 より電子監視によって

保護観察を実施する者達をどのように受けとめているかを分かっている。

だからこそ、両者の関係性が(か ろうじて)確 保できているのは、電子監

視を実施 している期間だけであり、実施する者には、対象者が電子監視実

施後に再犯 しないという 「信頼」が成 り立たない。

ホィットフィール ドの議論 を以上のように理解するならば、電子監視に

よる処遇の確保 というのは物理的な意味に過 ぎないこととなる。確かに、

処遇は常に少なか らず有益である。電子監視を伴っても処遇は有益である

だろう。だが、処遇が 「信頼」を前提にして行われるならば、より有益 と

なるはずなのである。そ して、処遇が単なる一方的な 「施 し」ではなく、

対象者に対する 「社会的援助」となるには、保護観察を実施する者と保護

観察の対象となっている者 との間に信頼関係があることが是非とも必要な

のである。

日本の保護観察は伝統的に、保護観察官 ・保護司 と対象者との間の情緒

的な 「信頼」によって成 り立って きた訓。このことには、やは り理由がある

33DickWhidield,E'θ`'m〃5`1吻"露ωぜ㎎rE伽 ㏄、」Fb〃'ゴ㏄4π4Pπκf5`8,200Z同ペー
パーは、2007年5月にオランダで行われた、CEP(ヨ ーロッパ保護観察協議会)

のカンファレンスにて配布されたものである。

34例 えば、硲口基寛 「保護観察官に期待する」更生保護と犯罪予防150号(2008

年)4頁 は、更生保護法に再犯防止が明確に規定されたとしても、やはり大切な

(龍法'10)43-1,144(144)
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もの と思 われる。それで も、 その ような保護 観察 を電子監視 導入 によって

抜 本的 にか える必要があ るだろ うか鍋。電子監視 に よる保護観察 は、信頼 の

欠如 ゆ えに危 ういのであ るが。

以上 の議 論に対 して は、電子監視導 入に よって も、保護 観察 をご く一部

だけの変 更に留め るこ とはで きる とい う批 判 はあ りうる。 しか し、電子監

視 の提 唱 者で あ る、 シュ ビ ッツゲーベ ル 自身、部分 的 な もの に とどま ら

な い危 険性 を認 識 していた し36、シュ ビッツゲーベ ルの論 考 に対 す るコメ

ン トを書 いた論者 も便利 な技術 の使用 には歯 止めが ないこ とを批判 してい

た訂。 つ ま り、 当初か ら拡 大す る危 険性 は意識 されて いたの であ る。そ し

て、電子監視 の有す る、拘禁 の回避 と処遇 の確 保 という理念 自体 は正 当で

あ ることか ら、ひ とた び刑事 司法 の領域 で導入す ると、拡 大 しつづ けるだ

ろ う認。現 に、欧 米諸国で はそ うなっている。 そうだ とする と、時 間的 なイ

ンターバ ルを広 くとる と、電子監視導 入は保 護観察 を抜本 的にか えるこ と

にな る。

結 局、電子 監視 尊入の可否 は、保護 観察は どうあ るべ きか とい う理念 的

な問題 に立 ち戻 らざるを得 ない卸。伝 統的 な保護 観察が正 しいのか否か は

と りあ えず措 くと して も、 その理念 的な保護 観察 に電子監視 が整合的 に使

用 で きるか とい う問題 設定が必 要なの である。少 な くと も、 「諸外 国で行

のは保護観察対象者 との信頼閲係であるとする。

35電 子監視を実施 しつつ、アルコールや ドラッグの反応テス トを定期的に行い、

そして就労支援や学業支援を徹底的に行い、そのために対象者の家に週数回訪問

するのが、正しい保護観察であり、それを行うのがプロフェッショナルな保護観

察官であると考えるのは、もちろん、論者の自由ではある。

36興 味深いことに、シュビッツゲーベルは、鴛子監視の使用をパロールの一部に

限定しようとしていた。

37BernardBeck,Commentar弘 加"σ π4Soof勿Rθ ρゴ8ω,VbL3(1969),612正

38拡 大 を阻止する方法 としては、7,で 述べた電子監視 「それ自体」の正当化論

をクリアー して、積極的に使用可能性を根拠づけることである。繰 り返しになる

が、それは非常に困難であると思われる。

39松 本勝 「保護観察って、なんですか」犯罪 と非行155号(2008年)175頁 も参照。
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われて いるか ら」 とい うのは、電子 監視導 入の理 由 とはな りえない。

(龍法'10)43・ ユ,146(M6)


